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１. 14年3月期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売   上   高 営  業  利  益 経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 3月期 69,249 △ 3.7 5,589 △ 9.2 5,713 △ 10.5

13年 3月期 71,909 3.4 6,157 36.1 6,384 41.3

  当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当

期純利益

株主資本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年 3月期 3,344 － 31.81 － 13.0 7.8 8.3

13年 3月期 △ 3,173 － △ 29.80 － △ 14.0 8.3 8.9

(注) ①持分法投資損益 14年 3月期       341 百万円        13年 3月期       272 百万円

   　②期中平均株式数(連結) 14年 3月期    105,115,042株        13年 3月期    106,482,064株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
総   資   産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 3月期 72,849 25,695 35.3 245.89

13年 3月期 76,877 22,683 29.5 213.02

(注)期末発行済株式数(連結) 14年 3月期    104,497,012株        13年 3月期    106,482,735株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

14年 3月期 5,320 △ 3,310 △ 4,614 7,258

13年 3月期 8,213 △ 1,863 △ 9,032 9,331

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  23 社    持分法適用非連結子会社数　1 社    持分法適用関連会社数　4 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結   （新規） - 社   （除外） 1 社        持分法   （新規） - 社   （除外） - 社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成  15年 3月 31日 ）
　 売   上   高 経  常  利  益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 33,000 2,700 1,600

通　期 68,000 5,800 3,400

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）              32 円  54 銭

＊　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
　　実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。



１. 企業集団の状況         

  当社の企業集団は、当社、子会社２４社（うち海外９社）及び関連会社７社（うち海外３社）で構成
され、ピストンリングを始めとした自動車関連部品、建設関連部品及びその他産業向け製品の製造・販
売を主な内容として国内及び海外にてグローバルに事業を営んでおり、更にグループ内外を対象にした
サービス、建設工事等の事業活動を展開しております。

事業の系統図は次の通りです。

製品

製品 ＜海外生産拠点＞

連結子会社
・大韓理研㈱（韓国）

関連会社
＜海外販売拠点＞ ＊台湾理研工業股ｲ分有限公司（台湾）

台湾理研子会社
連結子会社  香港台理有限公司（中国）
・リケンオブアメリカ社（米国） 香港台理子会社
・ﾘｹﾝﾒﾀﾙﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ社（米国）  廈門理研工業有限公司（中国）

製品 連結子会社 関連会社
・ユーロリケン社（ドイツ） ＊サイアムリケン社（タイ）

関連会社
＊アライドリング社（米国）

シール部品等の生産販売
連結子会社

＜国内販売会社＞ ・リケンイスパニア社（スペイン）
連結子会社

製品 ・理研商事㈱ 自動車部品・配管継手等の生産販売
・大阪機器販売㈱:(注) 連結子会社
関連会社 製品 ・P.T.ﾊﾟｶﾙﾃｨﾘｹﾝｲﾝﾄﾞﾈｼｱ（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ）
　八重洲貿易㈱
　八重洲技研㈱

＜米国事業統括会社＞
連結子会社

部品・素材の ・リケンコーポレーション
相互供給 　オブアメリカ社

連結子会社
製品 ・リケンインターナショナル社

連結子会社
・モダンインダストリアルプラスチックス社

製品
サービス

外注加工 製品 外注加工 部品 製品

外注 連結子会社 連結子会社 連結子会社 関連会社 連結子会社
　　加工 ・日本メッキ工業㈱ ・㈱ﾘｹﾝｷｬｽﾃｯｸ ・理研機械㈱ ＊日研ｽﾃﾝﾚｽ継手㈱ ・㈱ﾘｹﾝｴﾚﾃｯｸ

・理研熊谷機械㈱ ・㈱リケン精密 ・㈱ﾘｹﾝ環境ｼｽﾃﾑ
・柏崎ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ㈱

電気工事 関連会社 ・㈱テムコ
　柏崎電工㈱ ・日研機工（株）

＜サービス部門＞ 非連結子会社 外注加工

連結子会社 ＊㈱メタル･ケアー 連結子会社
サービス ・新光開発㈱ ・柏崎ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ㈱

連結子会社
・光陽サービス㈱ サービス

建設工事・サービス 連結子会社
・㈱ｱｰﾙ･ｹｰ･ｲｰ ＊  持分法適用会社

（注）大阪機器販売（株）は、平成１３年４月１日付けで理研商事（株）と合併致しました。　尚、存続会社は理研商事（株）となります。

なお、当社はデーナ社（本社：米国オハイオ州トレド）と欧州におけるピストンリング事業の拡大
に共同歩調で取り組むため、平成１４年中にドイツ国・バージングハウゼンにピストンリングの生
産合弁会社を、また、同じくドイツ国にピストンリングの販売合弁会社を設立することについて合
意しました。

当社グループに属する子会社・関連会社の名称、所在地（海外）、事業内容、及び事業セグメント
との関連は、事業系統図に示した通りです。
  尚、当社の連結子会社の中で国内の証券市場に公開している会社はありません。
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２．経営方針  

１． 経営の基本方針 

   当社グループは、その存在の基盤となっている、社会、株主、お客様に様々な形で報いてい
くために、経営における基本姿勢として下記のグループ経営理念を制定し、業務を推進しており
ます。 

● 私たちは地球環境を守り、社会に貢献する一級企業市民であり続けます 
● 私たちは株主の資本を効率的に活用し、グローバルに企業価値を創造します 
● 私たちは知識の向上と技術の革新を心がけ、世界のお客様に感動を与える製品を提供します 
● 私たちは高い志と広い視野を持って、常に変革を遂げていきます 

当社グループは、このような経営理念のもと、製造業の基本としての「顧客満足創造」を実
現するために、「顧客第一・基本重視・フェア・オープン・明るく積極的に・スピード」の行動
規範を掲げ、企業活動に取り組んでおります。 

 
２． 利益配分に関する基本方針 

   当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営方針の一つとしており、株主資本利益率
の向上に努めるとともに、安定的な配当の継続を基本に、業績及び配当性向などを総合的に勘案
して、利益還元を図ってまいります。また内部留保資金につきましては、新製品・新技術の開発、
生産効率化の推進、グローバルオペレーション確立に向けた事業競争力強化のための投資など、
企業価値向上のために効率的に活用してまいります。 

 
３． 中長期的な会社の経営計画 

   当社グループは、２０００年４月より「競争優位性を確立し、世界市場でプレゼンスを拡大
する」をメインテーマとした３ヵ年の中期経営計画    ＰＬＡＮＰＬＡＮＰＬＡＮＰＬＡＮ２００２２００２２００２２００２ を推進し、今期で最終年
度を迎えます。当社グループはＰＬＡＮＰＬＡＮＰＬＡＮＰＬＡＮ２００２２００２２００２２００２において、①製品の技術優位性確立、②世界レ
ベルの価格競争力確立、③経営の仕組みの革新を経営方針に掲げ、企業価値向上に努めてまいり
ました。 

 ①技術優位性の確立においては、世界規模で重要になっている環境問題への対応として高機能
ピストンリングの開発が急務となっております。当社グループはピストンリングの薄幅軽量化、
高圧化対応、シール性と潤滑性を両立させる表面処理技術の確立などを重点課題とし、その他カ
ムシャフトの軽量化や足廻り鋳物部品の薄肉化などを含め、研究・開発を進めております。 

②価格競争力の強化については、製造プロセスの革新とともに、現在進めている業務改革活動
の実現により業務効率を飛躍的に改善し、大幅なコスト低減・世界レベルで戦える価格競争力を
確立させてまいります。 

③経営の仕組み革新については、国際的な企業間競争に勝ち残り企業価値を高めていくため、
組織・経営意思決定の仕組みの見直し、連結グループ経営のための財務・会計システム構築など
経営革新を継続実行し、経営のスピードアップ・高度化を図っております。 

  当社グループは以上のような方針のもとＰＬＡＮＰＬＡＮＰＬＡＮＰＬＡＮ２００２２００２２００２２００２を推進してまいりました。昨年の
米国経済の悪化による世界経済の停滞を受け、当社グループの販売は減少したものの、内部合理
化による収益力強化・資産圧縮により、２００１年度は連結ＲＯＡ（総資本利益率）４．６％を
達成することができました。今後はグループ一体で『世界市場でのプレゼンス拡大、品質・価格
競争力をベースとした競争優位性確立』を達成し、更には自動車メーカーの世界最適調達ニーズ
に迅速に対応すべく世界４極（日米欧亜）におけるグローバル生産・販売基盤を確立し、世界の
トップブランドとしての地位確立を目指してまいります。 
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３．経営成績 

１． 当期（平成１４年３月期）の概況 
当期における世界経済は、ネットバブルの崩壊による米国経済の急速な悪化が、欧州、アジ

ア経済へ波及し、世界規模で景気が後退いたしました。国内においても、企業各社はリストラの
断行、設備投資抑制などにより収益力を改善してきたものの、世界経済の低迷に伴い輸出や生産
が大幅に落ち込み、雇用不安を背景として個人消費が低迷するなど、景気の後退は一層深刻化い
たしました。 

当社グループ関連業界である自動車産業におきましても、世界経済減速の影響を受け、世界
自動車生産は頭打ちとなっております。国内の自動車需要につきましても小型車を中心にモデル
チェンジの効果がみられたものの、全体的な需要は低迷が続き、自動車販売は前年度比２．６％
減の５８１万台となりました。更に、国内需要の悪化に加え、自動車メーカーの海外生産進展や
アジア・欧州の景気低迷による輸出の減少により、国内自動車生産は再び１０００万台を割り９
８０万台となりました。 

国内住宅・建築産業につきましては、減税効果の息切れにより持家が大幅に減少しましたが、
貸家・分譲住宅の下支えがあり、新設住宅着工戸数は前年度を若干下回る１１７万戸となりまし
た。一方、オフィスビルをはじめとする非居住用建築着工床面積は、店舗・工場用の需要が大き
く減少したため、前年度比１０．８％減となりました。 

このような厳しい経営環境のもと、当社は中期経営計画のメインテーマである「競争優位性
の確立によるグローバル市場でのプレゼンス拡大」の達成に向け、業容の拡大と新規顧客の獲得
に努めてまいりました。当期は、当社のコア製品であるピストンリングの海外販売が増加しまし
たが、その他の事業において需要の低迷及び市場競争の激化による販売単価の下落の影響を大き
く受け、連結売上高は６９２億４千９百万円（前期比３．７％減）となりました。利益面につき
ましては、合理化策の継続によるコストダウン効果により売上高営業利益率は８．１％を確保し
たものの、売上減少による影響を受け連結営業利益５５億８千９百万円（前期比９．２％減）、
連結経常利益５７億１千３百万円（前期比１０.５％減）となりました。連結当期利益につきまし
ては過去最高の３３億４千４百万円となりました。（前期は退職給付債務に係る会計基準変更時
差異を一括償却したことにより、特別損失１６１億５千８百万円を計上したため、連結当期損失
３１億７千３百万円となっております。） 

当期の配当につきましては、当初予定どおり１株当り２円５０銭増配の７円５０銭を定時株
主総会へ付議いたします。 

なお、当社グループの販売力強化並びに販売関係会社の効率化を図るため、１００％出資子
会社である理研商事㈱と大阪機器販売㈱を平成１３年４月１日付けで合併し、存続会社は理研商
事㈱と致しました。 

 
（１） 自動車関連部品事業 

ピストンリング、カムシャフト、バルブリフター、ステアリングナックルなど当社グループ
の主力製品を取り扱っている自動車関連部品事業は、国内自動車販売需要の低迷及び欧米向け自
動車輸出大幅減少の影響を受けました。当セグメントにおきましては、当社グループの表面処理
技術を活かした軽量化・低燃費化に貢献するピストンリングにおいて、国内生産エンジン向けの
シェアを拡大するとともに、欧州メーカーへの新規参入及びアジア・中近東向けの補修品の拡販
が進むなど海外売上が大幅に増加しました。また、得意先のエンジン生産増加を受けバルブリフ
ターの販売は増加しましたが、バルブシート、カムシャフトなどエンジン部品や自動車用足廻り
鋳物部品などは市場競争の激化による単価下落を避けられず、売上高は４９８億８千２百万円
（前年同期比１．９％減）に減少致しました。営業利益につきましては、販売の減少に合理化効
果が追いつかず、４７億６千万円（前期比８．４％減）に減少しました。 
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（２） 建設関連部品事業 
配管継手を中心とした建設関連部品事業につきましては、継手の管種需要変更に対応するた

め年初よりステンレス鋼管用継手サスフィットを投入し、販売拡大・新規顧客獲得に努めました
が、建築・住宅産業の低迷および市況悪化による価格の下落も影響し、厳しい状況が続きました。
当セグメントの売上高は５５億７千８百万円（前期比１６．１％減）となりましたが、子会社を
含めた生産性の向上及び事務効率化により営業利益率が改善し、営業損失は１億６百万円に縮小
いたしました。 

 
（３） その他の事業 

その他の事業の製品に関しましては、自動車・自動車部品メーカーを中心に電波暗室の販売
が好調でありましたが、ＩＴ不況に伴う半導体用工業炉の不振、海外向け設備輸出の減少などに
より、当セグメントの売上高は１３７億８千８百万円（前期比４．４％減）、営業利益９億３千
６百万円（前期比２８．５％減）となりました。 

 
２． 次期（平成１５年３月期）の見通し 

今後の景気動向につきましては、米国経済の復調を契機に欧州・アジア景気の緩やかな回復
が予想されることから、国内においても円安を背景に輸出と生産の下落に歯止めがかかり、景気
は改善に向かうものと思われます。しかし、足許では個人消費や設備投資に改善の兆しが見られ
ず、デフレの進展による企業の売上高への影響も大きいことから、景気低迷からの力強い回復は
期待できないと思われます。 
自動車産業につきましては、国内市場における小型車人気の強さなど好材料もありますが、

普通車・トラックなどの需要低迷に加え、自動車メーカーの海外生産が益々進展することにより、
国内生産が縮小していくことが懸念されます。建築・住宅産業につきましても、企業の設備投資
抑制や景気先行き不安による住宅購入意欲低迷が続くことから、当社にとって厳しい経営環境が
続くものと思われます。 
かかる環境下、中期経営計画の最終年度に当る今期も、ピストンリングやカムシャフトなど

自動車部品を中心に環境対応を目的とした高機能・軽量化製品の開発を進め、顧客ニーズの獲
得・販売拡大を図ってまいります。当社グループはこのような新製品の開発とともに、国内を中
心に欧州、米州、アジアにわたるグローバル生産・販売体制を整備することにより、既存の取引
先はもとより世界市場で新規顧客を開拓して、連結売上高６８０億円を確保する所存です。 
利益面につきましては、量産技術の向上とコストダウンに努めるとともに、業務改革活動に

よる受注から生産・販売までのサプライチェーン効率化により在庫や営業債権の削減を進め、収
益力を強化してまいります。このような経営体質強化に加え、資金効率向上を目的としたコミッ
トメントラインの活用やキャッシュマネジメントサービスの本格稼動により有利子負債の圧縮も
進め、当社の企業価値を更に拡大してまいります。次期の連結営業利益は５６億円、連結経常利
益５８億円、連結当期利益３４億円を見込んでおります。また、次期の配当につきましても、当
社を取り巻く環境は依然厳しい状況が続くものと思われますが、当社グループをあげてグローバ
ルに新規顧客を開拓する方策を進めるとともに、一層の合理化努力により収益力の強化を図り、1
株当り７円５０銭を継続実施する予定であります。 
なお、当期の為替レートは、１㌦＝１２５円、１ﾕｰﾛ＝１１０円を想定しております。 

 



連   結   財   務   諸   表
（１）連結貸借対照表  

     （単位：百万円）
期    別   　　 当連結会計年度 　　 前連結会計年度

    （H14.3.31現在）     （H13.3.31現在）  増  減
  科   目 金額 構成比 金額 構成比
   （  資 産 の 部  ） ％ ％
Ⅰ 流  動  資  産 35,171 48.3 39,987 52.0 △ 4,816

現 金 及 び 預 金 7,347 9,699 △ 2,352
受取手形及び売掛金 18,955 21,106 △ 2,151
有 価 証 券 5 6 △ 1
た な 卸 資 産 7,694 7,799 △ 105
繰 延 税 金 資 産 671 731 △ 60
そ の 他 499 707 △ 208
貸 倒 引 当 金 △ 2 △ 63 61

Ⅱ 固  定  資  産 37,678 51.7 36,889 48.0 789
   １．有形固定資産 25,232 34.6 24,974 32.5 258

建 物 及 び 構 築 物 8,301 8,532 △ 231
機械装置及び運搬具 11,444 10,702 742
土 地 3,432 3,287 145
建 設 仮 勘 定 755 1,182 △ 427
そ の 他 1,297 1,269 28

   ２．無形固定資産 744 1.0 756 1.0 △ 12

   ３．投  資  等 11,702 16.1 11,158 14.5 544
投 資 有 価 証 券 4,273 3,570 703
長 期 貸 付 金 80 118 △ 38
繰 延 税 金 資 産 5,679 5,745 △ 66
そ の 他 1,894 1,732 162
貸 倒 引 当 金 △ 225 △ 8 △ 217

   資    産    合    計 72,849 100.0 76,877 100.0 △ 4,028

－ 6 －



     （単位：百万円）
期    別   　　 当連結会計年度 　　 前連結会計年度

    （H14.3.31現在）     （H13.3.31現在）  増  減
  科   目 金額 構成比 金額 構成比
   （  負 債 の 部  ） ％ ％
Ⅰ 流  動  負  債 30,581 42.0 35,407 46.1 △ 4,826

支払手形及び買掛金 10,861 12,099 △ 1,238
短 期 借 入 金 12,849 14,559 △ 1,710
未 払 費 用 953 3,000 △ 2,047
未 払 法 人 税 等 964 3,076 △ 2,112
未 払 消 費 税 等 253 350 △ 97
賞 与 引 当 金 1,917 - 1,917
そ の 他 2,780 2,320 460

Ⅱ 固  定  負  債 16,221 22.2 18,550 24.1 △ 2,329
長 期 借 入 金 9,252 10,740 △ 1,488
退 職 給 付 引 当 金 6,822 7,621 △ 799
連 結 調 整 勘 定 128 167 △ 39
繰 延 税 金 負 債 10 13 △ 3
そ の 他 7 7 0

   負    債    合    計 46,802 64.2 53,957 70.2 △ 7,155

   （ 少数株主持分 ）
351 0.5 236 0.3 115

   （  資 本 の 部  ）
Ⅰ 資  本  金 8,573 11.8 8,573 11.1 -
Ⅱ 資  本  準  備  金 6,604 9.1 6,604 8.6 -
Ⅲ 連  結  剰  余  金 12,152 16.7 9,157 11.9 2,995
Ⅳ その他有価証券評価差額金 5 0.0 - - 5
Ⅴ 為替換算調整勘定 △ 835 △ 1.2 △ 1,652 △ 2.1 817
Ⅵ 自  己  株  式 △ 806 △ 1.1 △ 0 △ 0.0 △ 806

   資    本    合    計 25,695 35.3 22,683 29.5 3,012

72,849 100.0 76,877 100.0 △ 4,028

－ 7 －

　 少　数　株　主　持　分

 負債、少数株主持分
及び資本合計



(単位：百万円)

　　当連結会計年度 　　前連結会計年度

金　額 売上比 金　額 売上比 金　額 増減率

69,249 100.0 71,909 100.0 △ 2,660 △ 3.7

53,266 76.9 55,347 77.0 △ 2,081 △ 3.8

15,983 23.1 16,561 23.0 △ 578 △ 3.5

10,393 15.0 10,403 14.4 △ 10 △ 0.1

5,589 8.1 6,157 8.6 △ 568 △ 9.2

1,416 2.0 1,315 1.8 101 7.7

受 取 利 息 及 び 配 当 金 312 389

そ の 他 収 益 1,104 926

1,293 1.8 1,088 1.5 205 18.8

支 払 利 息 458 529

そ の 他 費 用 835 559

5,713 8.3 6,384 8.9 △ 671 △ 10.5

15 0.0 4,328 6.0 △ 4,313 △ 99.7

固 定 資 産 売 却 益 - 595

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 3 113

退 職 給 付 信 託 設 定 益 - 3,619

そ の 他 11 -

273 0.4 16,557 23.0 △ 16,284 △ 98.4

固 定 資 産 廃 却 損 120 150

投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 62 220

役 員 退 職 慰 労 金 89 14

貸付金等貸倒引当金繰入額 - 8

貸 倒 損 失 - 5

退 職 給 付 費 用 - 16,158

 5,455 7.9 △ 5,844 △ 8.1 11,299 -

1,928 2.8 3,160 4.4 △ 1,232 △ 39.0

124 0.2 △ 5,770 △ 8.0 5,894 -

△ 58 △ 0.1 61 0.1 △ 119 -

3,344 4.8 △ 3,173 △ 4.4 6,517 -

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 益

当期純利益又は当期純損失 (△)

経
　
常
　
損
　
益
　
の
　
部

特
　
別
　
損
　
益
　
の
　
部

特 別 利 益

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
又は税金等調整前当期純損失 (△)

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

営 業 外 収 益

経 常 利 益

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

（２）連結損益計算書 

　　　増　　　　減

売 上 高

営 業 外 費 用

科　　　　　目 (H12.4.1～H13.3.31)(H13.4.1～H14.3.31)

－ 8 －



（３）連結剰余金計算書 

(単位：百万円)
　当連結会計年度 　前連結会計年度

9,157 12,363 △ 3,206

211 527 △ 316

1. 連 結 子 会 社 増 加 に 伴 う
剰 余 金 増 加 高 - 108 △ 108

2. 新規持分法適用会社増加に伴う剰 余 金 増 加 高 211 56 155

3. 在外連結子会社固定資産評価替 - 362 △ 362

560 560 0

1. 配 当 金 532 532 0

2. 役 員 賞 与 28 28 -

3,344 △ 3,173 6,517

12,152 9,157 2,995

増　減科　　　　　　　目

Ⅳ当期純利益又は当期純損失 (△)

Ⅴ 連 結 剰 余 金 期 末 残 高

Ⅰ連 結 剰 余 金 期 首 残 高

Ⅱ 連 結 剰 余 金 増 加 高

Ⅲ 連 結 剰 余 金 減 少 高

(H13.4.1～H14.3.31) (H12.4.1～H13.3.31)

－ 9 －



(4)連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

期　　　別

自　平成13年4月 1日 自　平成12年4月 1日

至　平成14年3月31日 至　平成13年3月31日

科　　　目 金　　額 金　　額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 又 は 純 損 失 (△) 5,455 △ 5,844

減 価 償 却 費 4,051 4,153

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △ 341 △ 272

退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額 △ 821 －

退 職 給 付 費 用 － 16,158

退 職 給 付 信 託 設 定 益 － △ 3,619

投 資 損 失 引 当 金 の 減 少 額 － △ 103

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 154 △ 109

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 312 △ 389

支 払 利 息 458 529

為 替 差 損 益 △ 17 65

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 △ 38 △ 29

投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 62 220

有 形 固 定 資 産 廃 却 損 120 150

有 形 固 定 資 産 売 却 益 － △ 595

売 上 債 権 の 増 減 額 2,758 △ 928

た な 卸 資 産 の 増 減 額 235 △ 42

仕 入 債 務 の 増 減 額 △ 1,441 299

未 払 消 費 税 等 の 増 減 額 △ 98 0

割 引 手 形 の 減 少 額 △ 497 △ 100

そ の 他 △ 240 △ 880

小　　　　　　　　計 9,487 8,660

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 312 389

利 息 の 支 払 額 △ 430 △ 525

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 4,049 △ 310

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,320 8,213

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 等 の 預 入 に よ る 支 出 △ 109 △ 239

定 期 預 金 等 の 払 戻 に よ る 収 入 393 360

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,008 △ 1,124

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 1,007 1,182

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 3,845 △ 3,688

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 439 1,894

無 形 固 定 資 産 等 の 取 得 に よ る 支 出 △ 264 △ 237

貸 付 に よ る 支 出 － △ 2

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 36 28

そ の 他 投 資 活 動 に よ る 支 出 △ 284 △ 250

そ の 他 投 資 活 動 に よ る 収 入 325 212

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,310 △ 1,863

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △ 1,699 △ 1,380

長 期 借 入 れ に よ る 収 入 124 153

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 1,700 △ 2,273

社 債 償 還 に よ る 支 出 － △ 4,999

自 己 株 式 売 却 に よ る 収 入 17 14

自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 △ 823 △ 14

配 当 金 の 支 払 額 △ 532 △ 532

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,614 △ 9,032

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 530 358

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △ 2,073 △ 2,323

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 9,331 11,555

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 99

Ⅷ 現金及び現金同等物期末残高 7,258 9,331

前連結会計年度当連結会計年度

－ 10 －
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
 

１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項  
(1)連結範囲  
 連結子会社数………２３社  

    (国内 ) ㈱リケンキャステック    他  １３社  
    (海外 ) ﾘｹﾝｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝｵﾌﾞｱﾒﾘｶ社   他   ８社  
  非連結子会社数……   １社  
    
 (2)持分法の適用に関する事項  
  持分法適用の非連結子会社数……… １社  
    (国内 ) ㈱メタル･ケアー  
    (海外 ) 該当なし  
  持分法適用の関連会社数…………… ４社  
      (国内 ) 日研ステンレス継手㈱  
      (海外 ) アライドリング社  他  ２社  
 
２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況  

(1)連 結 (新規 )   該当なし  
  連  結 (除外 )   １社…   大阪機器販売㈱（子会社  理研商事㈱と合併のため）  
(2)持分法 (新規 )   該当なし  

  持分法 (除外 )   該当なし  
   (注 )なお、当連結会計年度より持分法適用関連会社の子会社２社についても持分法を  
        適用している。  
 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項  
   連結子会社のうち、ﾘｹﾝｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝｵﾌﾞｱﾒﾘｶ社他８社の決算日は１２月３１日であり、連  
  結決算日 (３月３１日 )と異なっているが、決算日の差異が３ヶ月を超えていないため各  

社の事業年度の決算財務諸表を使用している。なお、連結決算日との間に発生した重要  
な取引については、連結上必要な調整を行っている。  

 
４．会計処理基準に関する事項  
 (1)有価証券の評価基準及び評価方法  

①満期保有目的債券：償却原価法 (定額法 )によっている。  
②その他有価証券  
  時価のあるもの：決算日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部資本直入法  
          により処理し、売却原価は移動平均法により算定 )。  
  時価のないもの：移動平均法による原価法によっている。  
 

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法  
   主に移動平均法による原価法によっている。  
 

(3)固定資産の減価償却の方法  
有形固定資産  ‥‥    主として定率法によっている。ただし、平成１０年４月１日  

以降に取得した建物（建物附属設備除く）については、定額  
法を採用している。  

             
無形固定資産  ‥‥    定額法によっている。自社利用のソフトウェアについては、  

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し  
ている。  
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 (4)引当金の計上基準  
   貸 倒 引 当 金         ：一般債権については貸倒実績率によっており､貸倒懸念債権及び  
             破産更生債権については財務内容評価法によっている。  
 
   賞 与 引 当 金：従業員への賞与の支給に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額の 
               うち、当連結会計期間に帰属する額を計上している。 
 
   退 職 給 付 引 当 金         ：従業員等の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における  
             退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計期間  
             末において発生していると認められる額を計上している。  
             数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員  
             の平均残存勤務期間以内の一定の年数 (10 年 )による定額法によ  

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理す  
ることとしている。  

(5)リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取 
引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理に準じた会計処理によっている。 
 

  (6)重要なヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 
 金利スワップについては特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用して 
 いる。 
②ヘッジ手段 
 金利スワップ 
③ヘッジ対象 
借入金 

   ④ヘッジ方針 
デリバティブ取引についての基本方針は経営会議で決定され、取引権限及び取引限 
度額を定めた社内管理規定を設け、金利変動リスクを回避する目的で、金利スワッ 
プ取引を利用することとしている。 
 

 (7)消費税等の会計処理方法 
   消費税等の会計処理は、税抜方式を採用している。 
 
  (8)連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
   連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっている。 
                    
  (9)連結調整勘定の償却に関する事項 
   連結調整勘定は、発生以後５年間で均等償却するが金額的重要性がない場合には、発 

生年度で全額償却することとしている。 
 
 (10)利益処分項目等の取扱いに関する事項 
   当連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理に基づいている。  
      
  (11)連結キャッシュ・フロー計算書における資金範囲 
   手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、 

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的 
な投資。 



  （連結貸借対照表関係）

　 １．有 形 固 定 資 産 の  百万円  百万円
　減 価 償 却 累 計 額 59,041 57,267

   ２．受 取 手 形 割 引 高 － 497

   ３．保 証 債 務 残 高 335 632

   ４．自 己 株 式 の 数 株 1,932 株

  （連結キャッシュ・フロー計算書関係）

   １．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
  掲載されている科目の金額との関係

 百万円  百万円

現金及び預金勘定 7,347 9,699

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △ 89 △ 367

現金及び現金同等物 7,258 9,331

  （リース取引関係）

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

   １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 百万円  百万円

取 得 価 額 相 当 額 2,669 2,867
減価償却累計額相当額 1,293 1,243
期 末 残 高 相 当 額 1,375 1,623

   ２．未経過リース料期末残高相当額     

１ 年 内 359 383
１ 年 超 1,016 1,240

合    計 1,375 1,623

   ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料 415 434
減 価 償 却 費 相 当 額 415 434

   ４．減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法により算定している。

前連結会計年度

注　　記　　事　　項

当連結会計年度

前連結会計年度 

前連結会計年度

当連結会計年度

当連結会計年度

1,987,655

－ 13 －
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 セ グ メ ン ト 情 報  
(１) 事業の種類別セグメント情報 

（単位： 百万円） 

当 連 結 会 計 年 度          （自 平成13年４月１日至 平成14年３月31日) 
 

自動車関連 
部 品 事 業 

建 設 関 連 
部 品 事 業 

そ の 他 の 
事 業 

計 
消 去 
又 は 全 社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

  売 上 高       

(1) 外部顧客に対する売上高 49,882 5,578 13,788 69,249 ― 69,249 

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

― ― ― ― (   ―) ― 

計 49,882 5,578 13,788 69,249 (   ―) 69,249 

  営 業 費 用 45,122 5,685 12,852 63,659 (   ―) 63,659 

  営 業 利 益 又 は         営 業 損 失(△) 4,760   △106 936 5,589 (   ―) 5,589 

Ⅱ 資産、減価償却費         及 び 資 本 的 支 出       

  資       産 47,443 7,609 10,398 65,451 7,398 72,849 

  減 価 償 却 費 3,017 276 716 4,011 38 4,049 

  資 本 的 支 出 3,094 152 866 4,113 ― 4,113 

 

（単位： 百万円） 

前 連 結 会 計 年 度          （自 平成12年４月１日至 平成13年３月31日) 
 

自動車関連 
部 品 事 業 

建 設 関 連 
部 品 事 業 

そ の 他 の 
事 業 

計 
消 去 
又 は 全 社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

  売 上 高       

(1) 外部顧客に対する売上高 50,835 6,651 14,422 71,909 ― 71,909 

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

― ― ― ― (   ―) ― 

計 50,835 6,651 14,422 71,909 (   ―) 71,909 

  営 業 費 用 45,636 7,002 13,112 65,751 (   ―) 65,751 

  営 業 利 益 又 は         営 業 損 失(△) 5,198   △350 1,309 6,157 (   ―) 6,157 

Ⅱ 資産、減価償却費         及 び 資 本 的 支 出       

  資       産 49,779 8,821 11,648 70,249 6,627 76,877 

  減 価 償 却 費 3,131 366 553 4,051 88 4,139 

  資 本 的 支 出 3,175 412 655 4,243 ― 4,243 

 (注) 1.   事業区分は、販売市場別区分によっている。 
    2. 各事業の主な製品 
    (1) 自動車関連部品事業……自動車用・二輪車用ピストンリング、ナックル、カムシャフト、バルブシート、チャンバー 
    (2) 建設関連部品事業         ……鋼管用継手、ステンレス管用継手 
        (3)  その他の事業………船舶用・農機用・汎用ピストンリング、焼却炉、工業炉、発熱体、電波暗室用高周波吸収体等 
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3. 当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は7,398百万円であり、その主なものは、

余資運用資金（現預金）、長期投資資金（投資有価証券）である。 
   前連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は6,627百万円であり、その主なものは、    
     余資運用資金（現預金）、長期投資資金（投資有価証券）である。 

 
    

(２) 所在地別セグメント情報 

（単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度          （自 平成13年４月１日至 平成14年３月31日) 
 

日 本 その他の地域 計 
消 去 
又 は 全 社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

  売 上 高      

(1) 外部顧客に対する売上高 60,462 8,787 69,249 ― 69,249 

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 4,183 932 5,116 (5,116) ― 

計 64,645 9,720 74,365 (5,116) 69,249 

  営 業 費 用 58,782 9,248 68,031 (4,371) 63,659 

  営 業 利 益 5,863 471 6,334 (744) 5,589 

Ⅱ 資       産 56,697 8,753 65,451 7,398 72,849 

 

（単位：百万円） 

前 連 結 会 計 年 度          （自 平成12年４月１日至 平成13年３月31日) 
 

日 本 その他の地域 計 
消 去 
又 は 全 社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

  売 上 高      

(1) 外部顧客に対する売上高 64,210 7,699 71,909 ― 71,909 

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 4,101 753 4,855 (4,855) ― 

計 68,311 8,453 76,765 (4,855) 71,909 

  営 業 費 用 61,755 8,175 69,931 (4,179) 65,751 

  営 業 利 益 6,556 277 6,833 (675) 6,157 

Ⅱ 資       産 62,099 8,150 70,249 6,627 76,877 

 (注)1.   国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。 
   2.   日本以外の区分に属する主な国又は地域は以下のとおり。 
      その他の地域：アメリカ、ドイツ、スペイン、インドネシア、大韓民国 
   3.   ｢消去又は全社｣に含めた金額及び主な内容は、｢（１）事業の種類別ゼグメント情報｣の｢注3.｣と同一である。 
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(３) 海 外 売 上 高          
(単位：百万円) 

当連結会計年度        (自 平成13年４月１日至 平成14年３月31日) 
海 外 売 上 高 連 結 売 上 高 海外売上高の連結売上高に占める割合 

16,834 69,249 
％ 

24.3 

 

(単位：百万円) 

前連結会計年度        (自 平成12年４月１日至 平成13年３月31日) 
海 外 売 上 高 連 結 売 上 高 海外売上高の連結売上高に占める割合 

15,173 71,909 
％ 

21.1 

 (注) 1.   海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 
    2. 当連結会計年度及び前連結会計年度については、連結売上高に占める本邦以外の国又は地域における売上高の割合が各

セグメント毎にいずれも10％未満であるため記載を省略している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関  連  当  事  者  と  の  取  引 
 
  該当事項なし。 



繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 （単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度

繰延税金資産 賞与引当金損金算入限度超過額 424 363
(流動資産) 未実現たな卸資産売却益 104 84

未払事業税 142 260
その他 － 22

　合　　計 671 731

繰延税金資産 退職給付引当金限度超過額 7,970 8,085
(固定資産) 減価償却超過額 138 124

繰越欠損金 27 36
その他 110 57
繰延税金負債(固定負債)との相殺 △ 2,566 △ 2,559

　合　　計 5,679 5,745

繰延税金負債 退職給付信託設定益 △ 2,430 △ 2,408
(固定負債) 買換資産圧縮積立金 △ 82 △ 85

収用圧縮積立金 △ 18 △ 23
その他 △ 45 △ 55
繰延税金資産(固定資産)との相殺 2,566 2,559

　合　　計 △ 10 △ 13

税　効　果　会　計　に　係　る　注　記

-   17  -



（平成14年3月31日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円）

種　類
連結貸借対照表計

上額
時　価 差　額

社債 1 0 △ 0

1 0 △ 0

２．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

種　類 取得原価
連結貸借対照表計

上額
差　額

（1）株式 23 60 37

（2）債券 - - -

（3）その他 - - -

小　計 23 60 37

（1）株式 199 171 △ 27

（2）債券 - - -

（3）その他 - - -

小　計 199 171 △ 27

222 232 10

(注)　上記金額は、減損処理後(61百万円)の金額である。

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　　　当連結会計年度　（自 平成13年4月1日　至 平成14年3月31日）

　　　　売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略している。

４．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 （単位：百万円）

（１）満期保有目的の債券

　　　社債 3

　　　その他 6

（２）その他有価証券

　　　非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,400

　　　その他 2

（３）子会社及び関連会社株式

　　　子会社株式 64

　　　関連会社株式 2,569

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 （単位：百万円）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

10年以内
10年超

　　債券

　　　社債 - 3 - -

　　　その他 5 0 - -

5 3 - -

有 価 証 券 関 係 

（当連結会計年度）

区　　　分

合　　　　　計

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

連結貸借対照表計上額

合　計

区　　　分

種　　　類

区　　　　　分

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

合　　　　　計

－　１8　－



（平成13年3月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

種　類 取得原価
連結貸借対照表計

上額
差　額

（1）株式 - - -

（2）債券

　　　社債 - - -

（3）その他 - - -

小　計 - - -

（1）株式 51 51 -

（2）債券

　　　社債 0 0 -

（3）その他 - - -

小　計 51 51 -

52 52 -

(注)　上記金額は、減損処理後(205百万円)の金額である。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）

15,800

3,625

2

(注)　上記金額には、退職給付信託した有価証券が含まれている。

　　　内訳は、売却額14,621百万円、売却益3,619百万円である。

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 （単位：百万円）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

10年以内
10年超

　　債券

　　　社債 - - - -

　　　その他 6 1 - -

6 1 - -

（自 平成13年4月1日　至 平成14年3月31日）

（自 平成12年4月1日　至 平成13年3月31日）

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き、該当事項はない。

（前連結会計年度）

（前連結会計年度）

売却益の合計額

売却損の合計額

区　　　分

合　計

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

（当連結会計年度）

合　　　　　計

デリバティブ取引関係 

前連結会計年度
（自 平成12年4月1日　至 平成13年3月31日）

売　　　却　　　額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

種　　　類

－　１9　－



１．生産実績 (単位：百万円)

期　別

部　門 金　額 構成比(%) 金　額 構成比(%) 金　額 増減率(%)

58,577 73.4 59,676 72.8 △ 1,099 △ 1.8

5,781 7.2 6,317 7.7 △ 535 △ 8.5

15,469 19.4 15,978 19.5 △ 508 △ 3.2

79,828 100.0 81,972 100.0 △ 2,143 △ 2.6

（注）金額は販売価格等により、消費税等は含まれていない。

２．受注高 (単位：百万円)

期　別

部　門 金　額 構成比(%) 金　額 構成比(%) 金　額 増減率(%)

49,686 71.9 50,399 73.0 △ 712 △ 1.4

5,559 8.0 5,828 8.4 △ 268 △ 4.6

13,839 20.0 12,852 18.6 986 7.7

69,085 100.0 69,079 100.0 5 0.0

（注）上記の金額には、消費税等は含まれていない。

３．受注残高 (単位：百万円)

期　別

部　門 金　額 構成比(%) 金　額 構成比(%) 金　額 増減率(%)

4,057 73.0 4,253 74.3 △ 196 △ 4.6

406 7.3 425 7.4 △ 18 △ 4.5

1,095 19.7 1,045 18.3 50 4.8

5,558 100.0 5,723 100.0 △ 164 △ 2.9

（注）上記の金額には、消費税等は含まれていない。

４．販売実績 (単位：百万円)

期　別

部　門 金　額 構成比(%) 金　額 構成比(%) 金　額 増減率(%)

49,882 72.0 50,835 70.7 △ 953 △ 1.9

5,578 8.1 6,651 9.3 △ 1,073 △ 16.1

13,788 19.9 14,422 20.1 △ 633 △ 4.4

69,249 100.0 71,909 100.0 △ 2,660 △ 3.7

（注）上記の金額には、消費税等は含まれていない。

合　　　計

当連結会計年度

自　平成13年4月 1日

至　平成14年3月31日

自動車関連部品事業

建設関連部品事業

その他事業

自　平成12年4月 1日 増　　　減

当連結会計年度 前連結会計年度

至　平成13年3月31日

前連結会計年度

自　平成13年4月 1日 自　平成12年4月 1日 増　　　減

至　平成14年3月31日 至　平成13年3月31日

自動車関連部品事業

至　平成13年3月31日

前連結会計年度

自　平成12年4月 1日 増　　　減

当連結会計年度

自　平成13年4月 1日

増　　　減

至　平成14年3月31日 至　平成13年3月31日

合　　　計

自動車関連部品事業

自　平成13年4月 1日 自　平成12年4月 1日

当連結会計年度 前連結会計年度

至　平成14年3月31日

生産、受注及び販売の状況

合　　　計

建設関連部品事業

その他事業

合　　　計

自動車関連部品事業

建設関連部品事業

建設関連部品事業

その他事業

その他事業

－   20 －


